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1．はじめに

　北海道立教育研究所附属情報処理教育センタ
ー（以下「センター」）設立の趣旨・経緯は昭
和 45 年 9 月北海道産業教育審議会が情報処理
教育センター設置の必要性を北海道教育委員会
（以下「道教委」）に答申したことに始まる。昭
和 48 年 5 月道教委は，「情報処理教育センター
設置計画作成協議会」を設け，7月にマスター
プランを作成したが，石油ショック等の財政事
情から計画は延期となった。
　その後，社会の情報化が急速に進展しつつあ
ること，また，昭和 57 年度から実施される高
等学校学習指導要領で，工業及び商業に関する
教科において，情報処理に関する科目が基礎的，
基本的なものとして位置づけられたことから，
道教委は情報処理教育推進のため，センターの
設置を急務と考えた。昭和53年度予算で設計費，
54 年度予算で建設費，55 年度予算で設備費を
計上し，センターが北海道立教育研究所（以下
「道研」）敷地内に建設され，昭和 56 年 4 月か
ら事業を開始した。
　主な事業は高等学校の工業，商業，数学等の
教員を対象に，汎用コンピュータによるプログ
ラミングを中心とした短期研修。工業又は商業
の教員で情報処理に関する高度な技術と指導力
を備え，地域の学校の中核となる教員の養成を
目的とした 6か月の長期研修。それと生徒実習

があった。

2．生徒実習

　センター開所当時（昭和 56 年度）の生徒実
習は「来所実習」及び「データ伝送実習」，「郵
送実習」の 3つの形態で行っていた。
ア　来所実習
　　汎用コンピュータ（ACOS）を TSSで最大
48 名が同時に対話的に利用できる環境を整
備し，この環境を利用して電子科，情報処理
科，経理科の生徒が 1学級当たり年間 5回，
来所する形態で実施。
イ　データ伝送実習
　　主として電子科，情報処理科の設置校に小
型コンピュータを導入し，公衆電話回線を利
用して送信したプログラムをセンターで処理
し，その結果を各学校に返送する形態で実施。
ウ　郵送実習
　　工業及び商業に関する学科を設置する道    

立高等学校で小型コンピュータが整備されて
いない学校及び郵送実習を希望する道立学校
を対象に実施。

3．現在の生徒実習（オンライン実習）

　オンライン実習は，平成5年度から実施され，
平成 14 年 11 月からは北海道教育情報通信ネッ
トワーク（以下「スクールネット」）を活用して，
学校にある端末から，生徒実習システムで提供
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いる。部員たちは，弁理士の指導を受けながら
とにかく頑張ってくれた。装置各部の解説を行
う明細書を作成したり，類似の特許がないか調
べたり，苦労を重ねた。ようやく完成した特許
出願書類を特許庁に送り，期待に胸を膨らませ
ながら「実体審査」結果を待っていると，「拒
絶理由通知」という不吉な名称の文書が手元に
届いた。筆者も生徒達も大きなショックを受け
「特許はダメか…」とあきらめかけたが，一縷
の望みを捨てきれず，再び弁理士に指導を仰ぎ
「意見書・補正書」を提出し，その結果特許を
取得することとなった。困難を乗り切った。
　部長の佐藤開人君は「この特許を活かし，人
の役に立つものを作れたら」と語っている。将
来的には，福祉分野での応用や，類似特許を所
有する大手企業との連携の道を模索したい。
4．おわりに―知財学習のさらなる充実へ―
⑴　ロボット製作の環境整備
　ロボット製作を通した知財教育効果は非常に
高いと考えるので，その充実を図りたい。
　まず何より経済的支援が必要だ。ロボット製
作に使える「お金が無い」という理由から，大
分県下では手を引く高校が増えており，ロボッ
ト競技大会大分県予選の出場校数は年々減少傾
向にある。出場したくてもできない学校が多く
なっている現状だ。 

1　http://www.inpit.go.jp/jinzai/educate/coop/index.html（平成
27 年 8 月 30 日確認）参照。

2　特許庁『特許行政年次報告書 2014 年版「統計・資料編」』
によれば，2012 年には，特許登録件数が全国ワースト 1（72
件）。日本銀行大分支店総務課宗像晃『創造おおいた－大
分県からの特許出願・登録件数』（2014 年）15 頁

3　大分県「大分県知的財産活性化指針」（平成 18 年 2 月）67
～ 68 頁

4　内藤善文『特許研究 No. 59』「アクティブ・ラーニング手
法による知財教育事始め―教育手法の新規開発と普及活動
―」（2015 年 3 月）参照。

5　東京工業大学付属科学技術高等学校の SSH発表会（2014
年 11 月），たまたま筆者がそこに居合わせた。

6　三重大学「平成19年度特許庁大学知財研究推進事業初等・
中等教育における知財教育手法の研究報告書」（2008年3月）

　次に指導者の養成である。「知的財産推進計
画 2013」においては，知的財産に関する内容
で教員研修を行うことを明記 10 している。ロボ
ット製作は総合的な知識や技能が必要であり奥
が深いと感じる。指導者としての力量を備える
ことは，工業系教員のレベルアップにもつなが
るが，若手教員の採用とも大きな関係がある。
　工業高校の現場でロボット製作活動が途絶え
る日があってはならない。例えば「校内ロボッ
ト競技会」に向けた「ロボット製作実習」の教
材化はどうか。部品製作のみならず組立―運転，
そして改善……。その競技会を見た子は，もの
づくりに興味を持ってくれるだろう。
⑵　全国の高校で，知的財産学習を！
　「アクティブラーニング」の必要性が叫ばれ
ているが，今回紹介した 2つの実践はまさにそ
れであると考える。本校では，将来的には知財
学習をカリキュラムに導入したい。それにより，
職業意義の醸成も進み若者の離職率低下も期待
される。「大分県はもったいない」という声を
裏返せば，「大分県はさらに成長できる」と考
える。そのためのツールのひとつが知財学習だ。
今後もその充実と発展に微力ながら尽力してい
きたい。
※本校の詳細については，「facebook」11 でもご
覧いただけます。本校の“今”をどうぞ！

7　今後は対象地域を広げていく予定である。今年度は大分
県内を目標。
8　ロボット競技は「思考力・創造性」が高く，ロボット相
撲は「広い視野」が高い傾向にある。
9 　http://www.inpit.go.jp/jinzai/contest/patent/ 27 _patent_

contest.html（平成 27 年 8 月 31 日確認）参照。入賞の特
典として，実際に特許庁に出願し，特許権・意匠権の取得
までの手続を実体験できる。
10　内閣府「知的財産戦略計画 2013」（工程表の 86項目番号）
「教員に対する知財教育研修の充実」
11　https://ja-jp.facebook.com/ooitakougyou（平成 27 年 8 月
30 日確認）。情報発信で低迷する入試倍率を大分市内トッ
プクラスに上げることに成功。「いいね」数は単独校では
日本一。立役者は本校の堤憲治先生。
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する実習サービスを利用する形態である。
　工業系に関する実習については表 1，対象生
徒実習校は表 2に示す。
※　スクールネットとは，北海道内の道立学校全 264 校（平成 27

年 4 月現在）と，道研等を接続しているネットワーク。

表2　対象生徒実習校

表1　工業系に関する実習について
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4．本校情報技術科の取組

　本校情報技術科では，平成 25 年度にセンタ
ーの生徒実習システムが更新され，シーケンス
制御実習を新規に取り入れたことにより，3学
年の実習でシーケンスボードを用いた制御実習
の講義 4時間，実習 6時間，センターと連携し
事前の講義を 1時間，遠隔操作による制御実習
を 3時間，合計 14 時間行っている。
　次に本校でのシーケンス制御実習の取組を紹
介する。

5．シーケンスボードを用いた制御実習

　本実習では 1人 1台のシーケンスボードを使
用し，与えられた課題の回路を自力で組み立て
る。実習時間中の私語は厳禁であり，当然，隣
の生徒にヒントを貰うことも禁止しているので
実習時間中は真剣勝負である。
　生徒は講義を行った日から事前実習の希望者
が殺到し，毎日放課後に居残り，時間が許す限
り生徒が互いに組み立て方を教え合っている。

6．センターとの遠隔操作による制御実習

　生徒は実習用 PC（ラダー図作成ソフトウェ
ア）と実習カメラ用 PC（出力結果を監視する）
の 2台を使用する。指導教員は上記 2台の他に
センターと連絡を取り合うためスクールネット
のWeb会議システムを利用するための PCを

使用する。
　本実習では目の前の PC実機を使って遠隔地
の PCをリモート接続・操作し，更にプログラ
マブルコントローラへデータ転送後，実行を行
う。目の前ではなく遙か彼方で行われているの
で実感がわきにくいのだが，一連の手順を習得
するとラダープログラミングに集中でき論理的
な思考を育むのに適した教材である。
　平成 21 年度に教育課程を変更し，平成 24 年
度から 3学年で履修していた科目「電子計測制
御」がなくなったため，座学ではシーケンス制
御に関することは学んでいない。しかしながら，
生徒の就職先である工場などの多くの生産現場
ではシーケンス制御を利用しているため，在学
中に習得することが望まれている。また，この

図1　シーケンスボードを用いた予備実習 図2　センターとの遠隔操作による制御実習

表3　シーケンスボードを用いた制御実習
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制御技術はあらゆる分野で活用され，自動化・
省力化に貢献している。
   本校情報技術科ではシーケンス制御は机上の
学問ではなく，現場の有用な専門技能「実学」
であり，工業教育の理念に合致しているものと
考えている。

7．おわりに

　現在，本校では情報技術科がシーケンス制御
実習のみを行っている。生徒は与えられた課題
の回路を自力で組み立てることにより，主体的，
協働的な学びの 1つとなり，この技能が就職後
も有益な基礎的知識となっている。
　道内の他の工業科設置校でも，センターの施
設を利用することにより，最新の情報機器を用
い，学校の都合の良い時間に合わせた実習を行
えることが大きな利点である。特に，専用端末
を設置していない学科での利用が可能となった
ことで，いま以上に利用する学科が増えると，
この施設を利用する効果がより大きくなること
が期待できる。

参考資料

表4　センターとの遠隔操作による制御実習
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